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沖波の見直し等により堤前波が増大した場合，消波ブロック被覆堤では，防波堤の

要求性能を満足させるために上部工天端の嵩上げが行われるが，その代替として消波

ブロックを拡幅する方法により，要求性能（反射波，越波伝達特性）を満足する断面

について，CADMAS-SURF を用いて検討を行った．併せて，施工条件による性能の余裕

代を将来の気候変動による海面上昇への対応として評価することにより，施設更新時

の優先順位への適用について検討を行った．  
キーワード : CADMAS-SURF，消波ブロック被覆堤，消波工拡幅，反射波，越波伝達特性，気候変動 

 

1. はじめに 

近年，神戸に再上陸した台風1821 号や，関東に上陸

した台風1915 号のように，大規模な台風被害が頻発し

ている．そのため，下関港湾空港技術調査事務所では，

最新の気象擾乱を考慮して波浪推算を実施し，九州地

方整備局管内の設計沖波の見直しを実施している 1)． 

沖波の見直し等により堤前波が増大した場合，防波

堤の要求性能を満足させるため，通常はパラペット天

端の嵩上げで対処する．また，消波ブロック被覆堤の

場合，消波工天端と上部工天端は同じにすることが望

ましいため，ブロックの積み増しが必要となる．この

とき，消波ブロックの大型化が必要となった場合，消

波ブロック同士の噛合せ確保のため，新たに設置する

消波ブロックは，最低でも２層分の厚さが必要なこと

から，既設の消波ブロックの一部を撤去するという工

程が生じる（図-1）． 

一方，図-2に示すように消波ブロックの天端幅を広

げることにより，越波越流の抑制効果が得られること

が知られている 2)．また，既存ブロックの前面に新ブ

ロックを増設する方法であれば，既存ブロックの撤去

といった工程も不要となるメリットが発生する． 

本稿は，消波工断面の違いによる越波伝達特性を定

量的に把握することを目的として，数値波動水路

CADMAS-SURF3)を用いて，反射波および越波伝達波の低

減効果を検討するとともに，工事におけるパラペット

嵩上げの最小単位が50cmであることから，施工条件に

よる性能の余裕代を気候変動の適応策として評価し，

性能不足となるまでの経過年数を評価することでの効

果の検証の試検討を行ったものである． 

 

図-1 消波ブロック被覆堤の嵩上げ断面のイメージ図 

 

図-2 消波ブロック被覆堤の拡幅断面のイメージ図 

 

2. 検討対象断面 

本検討において対象とした防波堤は，既存の消波ブロ

ック被覆防波堤において，設計波の見直しにより消波ブ

ロックの質量増，上部工嵩上げ対策が必要とされている

志布志港若浜地区防波堤（沖）（Ⅲ－１工区）（以下，志

布志港防波堤（沖））および苅田港南港地区第２南防波

堤（Ⅱ－３工区）（以下，苅田港第２南防波堤）とした．  

2.1 志布志港若浜地区防波堤（沖）（Ⅲ－１工区） 

志布志港防波堤（沖）における，新・旧外力による防

波堤の必要天端および消波ブロック所要質量を表-1，新

外力時の改良断面を図-3 に示す．図中の赤枠は，新外

力時の改良断面を示す． 
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表-1 新・旧外力による防波堤の諸元（志布志港） 

外力条件  旧外力  沖波見直しによる新外力  
設計潮位  H.W.L. : ＋2.40m H.W.L. : ＋2.40m 

L.W.L. : ±0.00m L.W.L. : ±0.00m 
設計波  有義波高  : H1/3 = 6.7m 有義波高  : H1/3 = 7.9m(HWL) 

最高波高  : HD = 11.6m 最高波高  : HD = 11.2m(HWL) 
周   期  : T1/3 = 14.0s 周   期  : T1/3 = 16.3s 
波   向  : SE   β=-1.0°  波   向  : SSE   β=0°  

必要天端高  
要嵩上げ  

必要天端  : 6.5m 必要天端  : 7.2m 
現況天端  : 7.0m ※必要嵩上厚さは、 0.2m であるが、施工性  

より 0.5m の嵩上厚とする。（天端+7.5m）  

消波 B 質量  33.4t➡テトラポッド 50t 型  54.7t➡テトラポッド 64t 型  
 

 

 
図-3 対象防波堤の断面図（志布志港） 

2.2 苅田港南港地区第２南防波堤（Ⅱ－３工区） 

苅田港第２南防波堤における，新・旧外力による防波

堤の必要天端および消波ブロック所要質量を表-2，新外

力時の改良断面を図-4 に示す．図中の赤枠は，新外力

時の改良断面を示す．  

表-2 新・旧外力による防波堤の諸元（苅田港） 

外力条件  旧外力  沖波見直しによる新外力  
設計潮位  H.W.L. : ＋4.04m H.W.L. : ＋3.83m 

L.W.L. : ±0.08m L.W.L. : ±0.14m 
設計波  有義波高  : H1/3 = 3.0m 有義波高  : H1/3 = 3.8m(HWL) 

最高波高  : HD = 5.4m 最高波高  : HD = 5.4m(HWL) 
周   期  : T1/3 = 6.4s 周   期  : T1/3 = 6.7s 
波   向  : E   β=0°  波   向  : E     β=0°  

必要天端高  
要嵩上げ  

必要天端  : 5.9m 必要天端  : 6.2m 
現況天端  : 6.0m ※必要嵩上厚さは、 0.2m であるが、施工性  

より 0.5m の嵩上厚とする。（天端+6.5m）  

消波 B 質量  3.0t➡テトラポッド 4t 型  6.1t➡テトラポッド 8t 型  

 
 

 

 
図-4 対象防波堤の断面図（苅田港） 

3. CADMAS-SURFによる解析条件 

3.1 CADMAS-SURFによる解析条件の設定 

CADMAS-SURFにおける計算領域および構造物モデルの

設定について，志布志港防波堤（沖）を図-5，苅田港第

２南防波堤を図-6に示す． 

解析では通過波検定により堤前波高が設計における

堤前波高（有義波高）を満足していることを確認したう

えで，構造物モデルを配置した解析地形により反射波お

よび越波伝達波の計測を実施した．また，越波伝達計算

に使用した計算パラメータを表 3 3に示す． 

  

図-5 計算領域図（志布志港） 

  

図-6 計算領域図（苅田港） 

表-3 CADMAS-SURFの計算パラメータ設定 

 

3.2 解析ケースの設定 

解析ケースは，各施設に対して「嵩上＋２層置換断面」

を１ケース，「現況断面」および「現況断面＋拡幅断面」

を５ケースの計6ケースを実施した．解析ケース一覧を

表-4，志布志港防波堤（沖）の構造物モデルを図-7，苅

田港第２南防波堤のケースを表-5，構造物モデルを図-8

にそれぞれ示す． 

表-4 解析ケース一覧 

解析ケース 構造断面 
Case1 嵩上＋２層置換 

Case2-1 現況 
Case2-2 現況＋２層拡幅 
Case2-3 現況＋３層拡幅 
Case2-4 現況＋４層拡幅 
Case2-5 現況＋６層拡幅 

  

図-7 構造物モデル（志布志港） 
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図-8 構造物モデル（苅田港） 

4. CADMAS-SURFによる解析結果 

4.1 CADMAS-SURFによる反射波特性の解析結果 

志布志港防波堤（沖）の反射率の解析結果を図-9，苅

田港第２南防波堤の反射率の解析結果を図-10に示す． 

反射率は消波ブロックの拡幅幅の増加に対して顕著

に低下することはない結果となった．  

本来は周期と消波層幅の関係で波エネルギーの逸散

量が変化するため，反射率は拡幅とともに低下すると思

われるが，CADMAS-SURF 解析における消波層に用いた

D-F 則のポーラスモデルでは,周期の違いによる変化が

モデルとして表現できていない可能性が考えられる．し

たがって，防波堤前面での反射率の低減を強く要求され

る施設においては,消波層厚に応じた反射特性の変化に

ついては,水理模型実験により確認する必要がある． 

 
図-9 消波ブロック拡幅時の反射率の変化（志布志港） 

 
図-10 消波ブロック拡幅時の反射率の変化（苅田港） 

4.2 CADMAS-SURFによる伝達波特性の解析結果 

防波堤の越波伝達波は，防波堤天端を越波する水塊が

港内水面に打ち込むために発生する越波成分と基礎マ

ウンドにおける石材の空隙を透過して伝わる透過波成

分とが合成された波形として，図-11に示すような波形

が計測される．この波形に対して以下の処理を施して伝

達率を解析した． 

① ケーソン背後に２カ所，伝達波計測用の水位計を設

定する（堤体前面から50mおよび100m離れた地点）． 

② 既往文献 4)を基に，有義波周期の２倍程度に相当す

る周波数（0.033Hz以下）のハイパスフィルターに

より長周期波成分を除去する． 

③ ゼロアップクロス法により有義波高を算出し，港内

側２カ所の平均値を伝達波高とする． 

④ (伝達波高)/(入射波高)から伝達率を算定する． 
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図-11 伝達波形の時系列 

志布志港防波堤（沖）の伝達率の解析結果を図-12，

苅田港第２南防波堤の伝達率の解析結果を図-13に示す． 

志布志港の伝達率は，消波ブロック幅を拡幅すること

で徐々に減少しており，Case1（嵩上＋２層置換）と同

等以上の伝達率であったのは２層拡幅時であった． 

苅田港の伝達率は，Case1（嵩上＋２層置換）の伝達

率 0.149 に対して同等の伝達率を満足するのは Case2

（現況＋３層拡幅）と志布志港より１層多くなった．こ

れは図-14 に示すように消波ブロック拡幅により越波

の形態が変化して，腹付マウンドへの打ち込み方が

異なるため，伝達波を抑える効果が変化しているため

と思われる． 

 
図-12 消波ブロック拡幅時の伝達率の変化（志布志港） 

 

図-13 消波ブロック拡幅時の伝達率の変化（苅田港） 
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図-14 Case2-3（３層拡幅）のスナップショット（苅田港） 
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4.3 水理模型実験と解析結果の比較 

CADMAS-SURFによる解析結果の検証として，志布志港

防波堤（沖）における水理模型実験を用いて反射率およ

び伝達率の比較・検証を行った．  

Case１（嵩上＋２層置換）と Case２（現況＋２層拡

幅）の反射率を図-11，伝達率を図-12 に示す．反射率

については，実験結果よりはやや低いものの，Case１（嵩

上＋２層置換）に対して Case２（現況＋２層拡幅）の

反射率が２割程度低減する傾向は一致している．また，

波高伝達率については，解析結果と実験値がよく一致し

ている． 

以上より，CADMAS-SURFによる解析結果は水理模型実

験を良く再現しているものと判断できる． 

 

0.474 0.478 
0.403 0.396 0.400 0.407 

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

現況(2層) 2層拡幅 3層拡幅 4層拡幅 6層拡幅

case1 case2

反
射
率

K R

 
図-11 反射率の検証（志布志港） 
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図-12 波高伝達率の検証（志布志港） 

 

 

5. 気候変動への適応のための試検討 

気候変動の影響により経年的に増大する海洋外力

（潮位，波浪）の変化への適応策に資する検討として，

工事における天端幅拡幅の最小単位が，消波ブロック

同士の噛み合わせのため２層厚以上確保，パラペット

嵩上げ厚は，コンクリートの剥離やひび割れ回避のた

めに打設厚を最低でも50cm確保する必要があることを

踏まえ，これらの施工条件による性能の余裕代を算出

し，海面上昇により防波堤としての性能を満足しなく

なるまでの経過年数を評価することで気候変動の適応

策としての効果を確認した． 

5.1 検討概要 

本検討では，志布志港防波堤（沖），苅田港第２南防

波堤の２施設を対象として，通常改良（嵩上＋２層置

換）での越波伝達率を防波堤としての必要性能と考え

た．それぞれの防波堤において，その性能に余裕があ

る現況＋消波ブロック拡幅断面（志布志港：２層拡幅，

苅田港：３層拡幅）を対象として，必要性能を満足す

る海面上昇量を検討した．ここでは，将来の気候の変

化としては海面上昇のみとし，波浪は変化しないもの

として入射波条件を設定した． 

5.2 海面上昇に伴う伝達波の検討結果 

潮位上昇量を段階的に変化させた場合の越波伝達率

を図-13，図-14に示す．潮位上昇に伴う伝達波の変化

は，志布志港及び苅田港とも海面の上昇に伴い伝達率

は増加する．これは防波堤の天端高と水面の差（hc）

が減少するために越波水塊が増加するためであると考

えられる． 

志布志港においては，海面上昇量+0.6mでも通常改良

である Case1 の伝達率を下回っており，防波堤の必要

性能を満足する結果となった。外挿して考えると海面

上昇+0.7m 以上で必要性能を満足しなくなると見込ま

れる． 

苅田港は，海面上昇量+0.2mでは防波堤性能を満足す

るが、海面上昇量+0.4m になると伝達率が Case１を超

え，防波堤の必要性能を満足しない結果となった． 
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図-13 潮位上昇を考慮した伝達率の変化（志布志港） 
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図-14 潮位上昇を考慮した伝達率の変化（苅田港） 

5.3 気候変動の適応策としての評価 

表-5 に示すように 21 世紀末には日本沿岸の海面は

平均気温の上昇に伴い海面も上昇する予測が公表され

ている．これにより，越波伝達機能が満足しなくなる

海面上昇量が何年後に発生するかを逆算することで，

気候変動適応策の実施の緊急性が明確になる． 

志布志港における海面上昇の余裕代 0.7m は，表-5

に示す４℃上昇シナリオであっても21世紀末0.71mに

相当する．このため，志布志港防波堤（沖）における

気候変動の影響は当面の間無視できることとなる． 

一方，苅田港第２南防波堤の場合は，図-14の結果に

より，海面上昇+0.2m～0.4mの中間に当たる0.3m程度

で越波伝達性能を満足しなくなる．２℃上昇シナリオ

では，設計供用期間の50年で 0.18mの海面上昇が見込

まれるため，設計供用に対応策が必要となることはな

いが，２℃上昇シナリオにおける 21世紀末には防波堤

機能の不足が現れるため，50年後の施設更新時には機

能増強の適応策を施す必要があるものと評価される． 

なお，以上の検討では，波浪の強大化や潮位偏差の

増大は見込んでいないため，これらの条件変化を考慮

した場合には，適応策の実施時期が早まる可能性があ

ることに留意する必要がある． 

表-5 気候変動にともなう平均海面水位予測 5) 

 
※海面水位上昇量は 20世紀末と 21世紀末の平均海面

水位を比較した偏差である． 

 
図-15 気候変動２℃上昇シナリオの海面水位予測 

6. おわりに 

今回の検討において，志布志港防波堤では消波ブロ

ック２層拡幅断面が，一般的な改良（嵩上＋２層置換）

と同等以上の性能となる場合があることを確認した．併

せて，気候変動への適応のための検討を実施し，施工条

件による性能の余裕代を評価することにより，将来の

海面上昇に対する影響を把握し，施設更新時の優先順

位への適用の可能性について検討を行った． 
なお，消波ブロック２層拡幅断面の場合，一般的な防

波堤としての必要天端高（朔望平均満潮位上に0.6H1/3

以上とする）を満足しないことになるため，改良断面の

候補として検討する際には，防波堤としての要求性能を

整理しておく必要がある． 
また，消波ブロックの拡幅に伴う反射率および波力

の低減効果については，水理模型実験により確認する

必要がある．特に，波力については，衝撃波力の発生

が懸念される場合は，消波層の拡幅に応じて波力低減

が得られない可能性もあるため検証を行うことが望ま

しい．さらに，今回は限られた施設のみの検討に留ま

っているため，他の事例（衝撃波圧，上部斜面堤）に

よる検証を蓄積することが望ましい． 
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